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青森・岩手県境不法投棄現場・環境再生計画（素案）に対する意見の概要

１．青森・岩手県境不法投棄現場・環境再生計画（素案）に対する意見

（１）全体として

①将来の不確実性を考慮した可能性や含みのある文言にするべき。（石井委員）

②「Ⅰ．自然再生」、「Ⅱ．跡地の活用」、「Ⅲ．情報発信」の組み合わせによる環境再生

計画であることを明記すべき。（石井委員）

③議論された要素は並んでいるが、最大の欠点として確認された精神（コンセプト）とそ

れに伴う階層構造（優先順位）が抜け落ちている。（井上委員）

④全国最大規模の不法投棄からの回復を、ただ回復したと言うことに留めず、付加価値を

創出すること、これが最重要な前提であり、精神である。（井上委員）

⑤この計画や事業は、行政、国民、民間企業・団体、専門機関などと協力、連携して進め

て行くものであり、県はコーディネーター役として、全体的な調整や事業化のための環

境整備に取り組むことを積極的に表現し打ち出して行くべきである。（佐々木委員）

⑥全体の構成が「自然再生」「地域振興」「情報発信」が均等に並んでいるが、どこに重

点を置いているのか分かりづらい。たとえば、面的には「自然再生」を基本にして「地

域振興」と「情報発信」をコア部分として配置するなどの考え方のウエイトづけをして

表現してはどうか。（佐々木委員）

⑦この計画が実施されるのは何年後になるか分からないが、実施される頃にはこの計画に

携わった方々はもうそこにはいない。計画に対する行政や我々県民の思いは計画に書か

れた文章からでしか伝わらない。素案なので簡潔にということかもしれないが、文章で

しか伝えられないことを念頭に置き協議を重ね、次世代に誇れる計画であってほしいと

思う。（藤川委員）

⑧協議会において協議された事項は漏れなく実施・実現すべき事項として取扱い、優先順

位をつけることも一つの選択肢として具体的かつ詳細に計画に盛り込むべき。（松橋委

員）

（２）施策内容について

【自然再生】

（方向性自体を非とする意見は特になし）

【跡地の活用】

⑨跡地の活用に対して「自然再生」があり、跡地にたつかもしれない資料館や博物館も大

きな「情報発信の場」であると考えた。よって、施策の内容は「自然再生」と「情報発

信」の２つでよい。（藤川委員）

【情報発信】

⑩水処理施設の用地を買い上げ、既存の駐車場・建屋・装置等をほぼそのままにし、展示

・学習の場として県が整備する。整備後は、施設を田子町に移譲し、町または別組織（NPO
や外部委託等）が維持管理する。（福士委員）

⑪水処理施設が有効活用されるべきで、借用地であるとのことであるが、交渉し、出来る

だけ長期にわたって利用できるようにすべきである。（大久保委員）

⑫岩手県と連携し、現地に資料展示施設を整備する（不可能であれば、現在の仮設の事務

所等を補強・改造して利用する等の手法も考慮する）。（松橋委員）



２．施策の展開手法に関する意見

⑬優先順位を明確にすること。（井上委員）

⑭第一の付加価値、この現場に於いて人類の財産として周知する手法を最優先にすべきで

ある。そして絶対に譲れない手法である。（井上委員）

【自然再生】

⑮植樹祭の後にも、維持管理と監視が必要であり、そこには厳重で適切な施策の展開が求

められる。そのため、地元との連携をより重視した施策であるよう望まれる。（小田委

員）

⑯自然再生の手法について、より具体的な方法、将来の維持管理の方法について盛り込む

こと。（松橋委員）

⑰国内外の植林活動のパイオニアである横浜国立大宮脇名誉教授の指導・助言を受けて実

践できたらと願っている。（溝江委員）

【跡地の活用】

⑱全国公募の提案者以外にも、広く全国から事業提案を受け入れる体制をつくる。（石井

委員）

⑲民間企業や専門機関の中には、当該地を環境関連技術やシステム、活動の実績や最新情

報、取組姿勢のアピールの場として活用する可能性もあると考えられるので、まだ計画

が決まっていない現段階からでも、経過状況を積極的に発信しながら、アピールを開始

すべきである。また現段階で意欲を持つ企業、団体が現れたら、可能な限り、予約ある

いは準備行動を認めて、少しでも早く、動き出しているという発信をすべきである。

（佐々木委員）

⑳日本の公害跡地活用を参考にして、何をやるかを考えると良い（水俣病の熊本での例な

ど）（西垣委員）

【情報発信】

○21できれば、青森・岩手両県の全ての資料を閲覧可能にして欲しい。（石井委員）

○22情報発信活動を継続的に行い、かつ広く関心を集めるために、関連する業界や企業・団

体、学会、国民（大人から子供まで）に呼びかけて「県境再生基金」を造成してはどう

か。（佐々木委員）

○23全国は当然、世界に発信すべきである。すなわち、日本語版、英語版、フランス語版、

ドイツ語版、中国語版、韓国語版、アラビア語版等での HP を作成して発信すると良い。

廃棄物処理の国際会議でもどんどん発表すべきである。（西垣委員）

○24子どもたちの環境保全意識の啓蒙を視野に入れた具体的な施策の検討をお願いしたい。

学校教育現場との連携及びそれを構築して施策が大切である。（小田委員）

○25環境教育の場として活用されることを願っている（県内各地域の教育委員会との連携、

遠足や郊外学習の場、出前講座の実施、公民館や壽大学での講座など）（藤川委員）

３．その他

○26風評被害被害対策給付金債務負担行為額３０億円を基金として設立し環境再生等に活用

する。（宇藤委員・澤口委員）

○27計画日程については、汚染土壌撤去の有無、原地盤の表面遮水の必要性、水処理の稼働

終了時期など不確定要素がある。したがって、今すぐ日程を確定せずに、仮の開始年度

（例えば、平成 25 年度）を定めて、それから何年後（前）まではという形で計画すれ

ばよい。（福士委員）
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